
岡山県真庭市開田１８２番地

株　式　会　社　 ニ　ッ　チ株　式　会　社　 ニ　ッ　チ株　式　会　社　 ニ　ッ　チ株　式　会　社　 ニ　ッ　チ

代表取締役　吉　田　隆　宣

貸 借 対 照 表 の 要 旨貸 借 対 照 表 の 要 旨貸 借 対 照 表 の 要 旨貸 借 対 照 表 の 要 旨

 （ 単位：円　）

［ 528,969,701 ］ ［ 349,624,690 ］

現 金 ・ 預 金 2,832,508 支 払 手 形 14,289,922

売 掛 金 171,652,364 買 掛 金 101,310,038

有 価 証 券 1,622,392 当 座 借 越 0

た な 卸 資 産 352,396,955 短 期 借 入 金 181,784,000

前 払 費 用 1,364,752 未 払 金 25,882,406

未 収 入 金 677,730 未 払 法 人 税 等 156,300

貸 倒 引 当 金 △ 1,577,000 未 払 消 費 税 等 23,452,600

前 受 金 165,492

預 り 金 2,583,932

【固　定　資　産】 ［ 30,128,138 ］

（有形固定資産） （ 24,405,802 ） ［ 145,496,000 ］

建 物 18,507,120 長 期 借 入 金 145,496,000

構 築 物 282,820

車 両 運 搬 具 3

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 1,330,732 負 債 合 計 495,120,690

一 括 償 却 資 産 385,127

土 地 3,900,000

（無形固定資産） （ 1,950,043 ） [ 63,977,149 ]

ソ フ ト ウ ェ ア 1,950,043 （資本金） （ 30,000,000 ）

（投資その他の資産） （ 3,772,293 ） 資 本 金 30,000,000

出 資 金 80,000 （資本剰余金） （ 0 ）

敷 金 300,000

長 期 前 払 費 用 404,435 （利益剰余金） （ 33,977,149 ）

保 険 積 立 金 2,987,858 [ そ の 他 利 益 剰 余 金 ] （ 33,977,149 ）

繰 越 利 益 剰 余 金 33,977,149

【繰　延　資　産】 0

純 資 産 合 計 63,977,149

資 産 合 計 559,097,839 負 債 ・ 純 資 産 合 計 559,097,839

【流　動　負　債】

第10期　決算公告第10期　決算公告第10期　決算公告第10期　決算公告
平成27年5月28日

（平成27年 3月31日 現在）

【株主資本】

科　　　目 科　　　目

負　　債　　の　　部

純資産の部

資　　産　　の　　部

金　　　額 金　　　額

【流　動　資　産】

【固　定　負　債】



Ⅰ この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています

Ⅱ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.　有価証券の評価基準及び評価方法
(1)その他有価証券
移動平均法による原価法を採用しております。

2.　たな卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法による原価法を採用しております

3.　固定資産の減価償却方法
(1)有形固定資産 定率法又は旧定率法を採用しております

ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（附属設備を除く）については旧定額法、
平成19年4月1日以後に取得した建物（附属設備を除く）については定額法を採用しております

(2)無形固定資産 定額法又は旧定額法を採用しております

4.　引当金の計上基準
(1)貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため法人税法に規定する法定繰入率により計算した回収不能見込額を計上しております

5.　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております

6.　リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています

Ⅲ 貸借対照表等に関する注記
1.　有形固定資産の減価償却累計額 18,877,865 円
2.  関係会社に対する金銭債権・金銭債務

　　　　(1) 短期金銭債権 23,953,648 円

Ⅳ 損益計算書に関する注記

1. 関係会社との営業取引の取引高総額 284,090,373 円

Ⅴ 株主資本等変動計算書に関する注記

1.　発行済株式総数 600 株

一株当たり情報に関する注記

1.　一株当たり純資産額は、106,628.58円であります

2　.一株当たり当期純損失は、60,844.42円であります 以上

個別注記表
自　平成26年4月1日　至平成27年3月31日


